
平成３０年１２月

防 衛 省

平成３１年度 防衛関係予算編成の状況について



平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

○ 新たな防衛大綱及び次期中期防に基づき、自衛隊のあらゆる能力の有機的な融合や、平時か
ら有事までのあらゆる段階における活動の柔軟かつ戦略的な実施を可能とする、真に実効的な
防衛力の構築に向け、初年度の防衛力整備を着実に実施。

○ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項
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□ 宇宙を利用したＣ４ＩＳＲ(※)の機能強化のための調査研究

・ 宇宙空間の安定的利用を確保するため、人工衛星の脆弱性とその対策や宇宙領
域での電磁波監視態勢の在り方などを調査研究を実施

※ Ｃ４ＩＳＲ：Command(指揮),Control(統制),Communication(通信),Computer(コンピュータ),
Intelligence(情報),Surveillance(監視),Reconnaissance(偵察)

（宇宙領域における能力強化）

□ 宇宙設置型の光学望遠鏡を含むＳＳＡ能力向上の調査研究

・ 静止衛星軌道上にある我が国の衛星等の周辺を飛しょうするデブリや不明物体の
特性を把握するための宇宙設置型の光学望遠鏡を含めＳＳＡシステムの能力向上
に関する動向調査研究を実施

□ 宇宙状況監視（ＳＳＡ）※システムの整備

・ 米軍及びＪＡＸＡ等の国内関係機関と連携し、宇宙状況監視の実運用を
担うため、Deep Space (※)監視用レーダー及び運用システムを整備

※ ＳＳＡ：Ｓｐａｃｅ Ｓｉｔｕａｔｉｏｎａｌ Ａｗａｒｅｎｅｓｓ
※ Deep Space：高度約5,800kmを境界として、地球から遠い側

宇宙監視システムとその運用（イメージ）

宇宙空間の安定的利用への脅威
（イメージ）
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平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

□ 統合的な電磁波管理の最適化のための調査研究
・ 領域横断的な統合運用に寄与するため、電磁波の有効活用に資する各自衛隊の
情報共有等について、技術的観点から調査研究を実施

（サイバー領域における能力強化）

（電磁波領域における能力強化）

ＪＡＤＧＥの能力向上（イメージ）

□ 効率的な電子戦企画機能の体制強化

・ 防衛省・自衛隊における効果的・効率的な電磁波の利用に係る企画立案及び他省庁との
調整機能を強化するため、内局に専門部署を新設

・ 電磁波領域における統合運用に係る企画立案機能を整備するため、統幕に専門部署を
新設

□ サイバー情報収集装置の整備
・ 防衛省・自衛隊に対するサイバー攻撃手法に関する情報収集を行うため、サイバー情報
収集装置を整備

□ サイバー防衛隊の充実・強化

・ サイバー攻撃への初動・高度対処に係る体制及び実戦的なサイバー攻撃対処訓練に係る
体制等の強化として、 サイバー防衛隊を増員

□ サイバー攻撃対処に係る部外力の活用

・ サイバー攻撃対処に関する高度な専門的知見を必要とする業務について、部外力を活用

サイバー情報収集装置の整備（イメージ）

・ 周辺諸国の航空戦力の強化に対応するため、能力の高い新たな電子戦装置を搭載する
などの改修を実施 ※事業全体の詳細については、次ページ参照

□ 戦闘機（Ｆ－１５）の電子戦能力の向上

□ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の電子戦情報の共有・処理能力の
向上

戦闘機（Ｆ－１５）の電子戦能力の向上
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平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

□ 多用途かつコンパクトな護衛艦の建造

戦闘機（Ｆ－３５Ａ）

□ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（完成機輸入）

３１年度護衛艦（３，９００トン）（イメージ）

□ 多様な任務へ対応可能な長期運用型ＵＵＶの研究

モジュール化ＵＵＶの研究（イメージ）

・ 周辺諸国の航空戦力の近代化に対し、防空等の任務に適切に対応するため、スタンド・オフ・ミサ
イル（ＪＡＳＳＭ等）の搭載、搭載弾薬数の増加及び電子戦能力の向上等を実現する改修を実施

□ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上

戦闘機（Ｆ－１５）スタンド・オフ・ミサイル

□ 警戒航空団（仮称）の新編
・ 早期警戒管制機等による、常時継続的な警戒監視を安定的に実施する体制強化のため、
警戒航空隊を廃止し警戒航空団（仮称）を新編

□ 滞空型無人機（グローバルホーク）の取得

□ スタンド・オフ・ミサイル（ＪＳＭ）の取得

（海空領域における能力強化）

（スタンド・オフ防衛能力の強化）

□ 新早期警戒機（Ｅ－２Ｄ）の取得

□ 潜水艦の建造

□ 護衛艦「いずも」の改修に向けた調査研究

・ 短距離離陸・垂直着陸（ＳＴＯＶＬ）機を運用するにあたって、必要な改修についての
調査研究を実施

※一括調達による効率的な取得を検討中
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平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

□ ＳＭ－３ブロックⅡＡ及びＳＭ－３ブロックⅠＢの取得

□ 輸送機（Ｃ－２）の取得
・ 航続距離や搭載重量等を向上し、大規模な展開に資する輸送機（Ｃ－２）を取得

輸送機（Ｃ－２）

□ 新多用途ヘリコプター（ＵＨ－Ｘ）の取得

・ 空中機動、航空輸送等を実施し、迅速に部隊を展開できる新多用途ヘリコプター
（コスト抑制のため民間機との共同開発）を取得

□ 常時機動する陸上防衛力の充実・発展のための訓練の実施
・ 水陸機動団及び機動師・旅団を中心に、国内外の良好な訓練環境を活用した訓練を
有機的に連携させることにより、部隊の高い練度の維持・向上と平素からのプレゼンス
や抑止力・対処力の強化を図る

□ 護衛艦のセンサ情報をリアルタイムに共有し、ネットワーク射撃を
可能にするＦＣネットワークに関する研究

イージス・アショア

ＦＣネットワークの研究

各種訓練のイメージ

□ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の取得

□ 陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）の整備
・ ロフテッド軌道への対応能力等、我が国の弾道ミサイル防衛能力を飛躍的に
向上させる最新鋭のレーダー（ＬＭＳＳＲ）を搭載したイージス・アショア本体２基
の取得等を実施

（総合ミサイル防空能力の強化）

（機動・展開能力の強化）

※一括調達による効率的な取得を検討中



□ 女性隊員のための勤務環境の整備
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平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

（人的基盤の強化）

□ 公募予備自衛官から即応予備自衛官への任用
・ これまでの即応予備自衛官の任用対象者である自衛官経験者に加え、新たに自衛官
経験のない公募予備自衛官を任用し、充足向上を実施

□ 託児施設の整備（防医大）及び備品整備等
託児施設（イメージ）

（継続的な運用の確保）

□ 艦艇の支援能力確保のため、油槽船（仮称）の整備

油槽船（仮称）（イメージ）

□ 航空優勢及び水中における優勢の確保に必要な弾薬
（対空ミサイル、魚雷）を整備

分散パッドの整備（イメージ）

弾薬（ＡＩＭ－１２０）

□ 装備品の可動率向上等に資するため、維持整備に必要な経費の
着実な確保

○ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項

□ 隊員の生活勤務環境改善のための備品や日用品等の整備

弾薬(ＡＡＭ－５Ｂ)

□ 抗たん性の強化のため、航空基地に分散パッドの整備に着手
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平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

□ 極超音速誘導弾の要素技術に関する研究

□ 中小企業等の優れた技術力を発掘・活用やサプライチェーンの把握・対応

□ 各国との協力案件の進捗を踏まえた効果的な防衛装備・技術協力の推進

・ 極超音速（音速の５倍以上の速度域）で巡航が可能な推進装置の実現のため、
超音速の空気流中での燃焼を利用したエンジンの構成要素技術の研究を実施

・ 各国の状況に応じた協力を実現するための戦略的な情報収集や、我が国の防衛装備品
について官民一体での情報発信を実施

□ 島嶼防衛用高速滑空弾の研究
・ 島嶼防衛のための島嶼間射撃を可能とする、高速で滑空し、目標に命中する
島嶼防衛用高速滑空弾の研究について、研究成果を早期に装備品へ適用する
ためにブロック化をはかり、早期実用化を推進

島嶼防衛用高速滑空弾（ブロック化）
（イメージ）

Ｐ－１哨戒機の地上展示
（ベルリン国際航空宇宙ショー２０１８）

□ 戦闘機等のミッションシステム・インテグレーションの研究

・ 戦闘機等の作戦・任務遂行能力の根幹となるミッションシステムを将来にわたり我が国
が自由にコントロールすることを可能とするために必要なミッションシステム・インテグレー
ション技術を研究する

極超音速誘導弾の要素技術に関する研究
（イメージ）

【Ｐ】

【装備品の早期実用化に向けた研究開発の推進】

【技術的優越を確保するための戦略的な取り組みの推進】

【プロジェクト管理等を通じた最適な取得の推進】

【防衛装備・技術協力の推進】

【防衛生産・技術基盤の維持・強化施策の推進】

（技術基盤等の強化）



○ 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に基づく措置

平成３１年度防衛関係費（要求中）の主な事業について

□ 自衛隊の防災関係資機材等及び自衛隊施設に関する緊急対策

② 自衛隊の迅速かつ適切な任務の遂行に支障を生じる恐れ
のある施設が判明したことから、耐震化対策及び老朽化対策に
係る整備を実施

外部補強や内壁の増設による
建物構造の強化（イメージ）

① 災害派遣時における救援活動に必要な資機材等について、
老朽化に起因した機能上の不具合や、救援活動の充実強化と
いう観点を踏まえ、速やかに整備を実施
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救命浮舟の整備
（イメージ）

中型ドーザの維持修理
（イメージ）

※ 防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策に係る事業については、政府において今後３年間で集中
的に実施する緊急対策として行うものであり、平成３１年度及び平成３２年度当初予算においては臨時・特別の
措置を活用することとされている。このため、仮に要求が認められた場合、本対策に関する事業については、
中期防衛力整備計画に基づく防衛力の整備とは別に実施されることとなる。

」


